
 

業  種 鉄道・軌道 

取組分野 事故、ヒヤリ・ハット情報等の収集・活用 

見直し、継続的改善 

テ ー マ ヒューマンエラー防止に関する取組 

取組の狙い 夜間作業の際に発生した線路閉鎖に係る重大インシデントの再発防止を

図る 

具体的内容 1．経緯・背景 

京成電鉄株式会社（以下、「京成電鉄」という。）では、平成 28 年 7 月

に発生した作業の際の線路閉鎖に係る重大インシデントに対する恒久対

策として、平成 28 年度より線路閉鎖支援システムを導入したことに加え、

夜間は信号制御を運輸指令での集中制御から駅単独での制御方式に切り

替えることで、列車等を物理的に入れないようにし、ハード面から再発を

防止している。 

 

2．重大インシデントの概要 

車掌区宗吾支所の助役は、平成 28 年 7 月 27 日（水）0 時 51 分頃、線

路閉鎖工事の作業責任者から要請を受けて、京成臼井駅～宗吾参道駅間の

線路閉鎖工事の着手を承認した。 
一方、列車担当運転士は、京成臼井駅～京成佐倉駅間約 70km/h で走行

中、前方約 50m 下り線に作業員を認め、非常制動処置を執った。踏切の

警報音により列車接近に気付いた作業員は山側フォーメーションに退避

するも、作業で使用していたカゴ 2 個が当該列車前面中央下部に接触、列

車は接触地点より約 140m 行き過ぎ停止した。運転士は現場に急行する

と、当該列車床下付近、軌間中央に同カゴを確認、付近作業員に声を掛け

ると、怪我等はなく列車とは接触していないとの申告があり、カゴを山側

フォーメーションに撤去し、車両点検を行い、異常なしを確認、その旨運

輸指令へ通報、現停 9 分にて運転を再開した。 

 
 

3．重大インシデントの再発防止に向けた取組について（線路閉鎖支援シ

ステムの導入） 

① 恒久対策の重要項目について 

恒久対策については以下の 2 点を柱として検討。 
（1）関係する区間に列車等を進入させない措置 



 

関係する信号機に停止信号を現示することで、列車等の進入を｢物

理的に防止｣する、「設備面」での措置を検討。 
（2）線路閉鎖作業における諸手続のシステム化 

京成電鉄において、すでに導入されている列車運行管理装置（以下、

｢TTC｣という。）と作業申請時に使用する｢作業申請システム｣を活用し、

新たに構築する｢線路閉鎖システム｣と連携させることで、人による確認

作業等を可能な限り減少させるとともに、取扱い誤りをカバーするシス

テム構成を検討。 

 

② 関係する区間に列車等を物理的に進入させない措置について 

【1．これまで】 

線路閉鎖区画を設定していたものの、関係信号機は進行信号が現示され

ていたため、物理的には列車等が閉鎖区域に進入できる状態であった。 

 

【2．恒久対策実施後】 

連動装置を運輸指令での TTC による集中制御（以下、「TTC 制御」とい

う。）から駅単独での制御方式（以下、「駅扱い」という。）に切り替えるこ

とで、関係信号機に停止信号を現示させ、関係する区間に列車等を物理的

に進入させない措置を講じた。これに伴い、線路閉鎖区間は駅扱いが可能

な停車場構内及び停車場間を一単位とすることに変更。 

図 1：路線閉鎖区間の設定 

 

③ 線路閉鎖作業における諸手続のシステム導入 

（1）システム構成について 
（ア）線路閉鎖区間の連動駅各駅において登録する最終列車確認登録情

報を、TTC 上の列車運行終了情報と照合し、登録情報が誤っていた

場合にはエラーとなるようにすることで、最終列車誤認を防止。 
（イ）連動装置を TTC 制御から駅扱いに切り替えて、関係する区間に

列車等を物理的に進入させない措置を講じたことを TTC 上で照合

し、当該措置が講じられてない場合には、作業着手が出来ないよう

にバックアップを図ることで、駅係員のヒューマンエラーを防止。 

（2）終車確認から着手承認の取扱い 

【1．これまで】 

各駅において、最終列車が終了したことを確認するとともに、全線の列

車運行終了後、運輸指令からの一斉をもって、駅係員が作業責任者と対面、

これまで 



 

 

または電話にて作業着手を承認。 

【2．恒久対策実施後】 

線路閉鎖区間の連動駅各駅において、最終列車が終了したことを、線路

閉鎖システムに登録するとともに、連動装置を TTC 制御から駅扱いに切

り替え、関係信号機に停止信号を現示させ、関係する区間に列車等を物理

的に進入させない措置を講じる。最終列車確認登録、駅扱い切り替え及び

TTC 上の列車運行終了情報の 3 条件が整った後、作業予定時間経過後、

作業責任者に電話等にて作業可能な状態となったことを通知し、作業責任

者が作業着手する旨を自動応答システムに登録することで作業着手が承

認される仕組みとした。 
図 2：着手承認時の取扱い 

 

 
4．重大インシデントの風化防止のための取組 
京成電鉄では、「安全を自分ごと化し、明日の行動へ繋げる場」とする

新たな社員向けの安全啓発施設として、「安全共創室」を設立している。

（令和 3 年 5 月に完成）この施設内には、当該重大インシデントの風化防

止とともに、安全意識の向上の目的から、インシデントの概要や教訓を纏

めたパネルを設置して、研修の中で説明している。 
 
（作成日：令和 4 年 3 月 28 日） 

取組の効果 ①線路閉鎖支援システム 

支援システムを導入以降、夜間作業等の際の線路閉鎖に係るインシデン

トは発生していない。 

②安全共創室 

過去の事象から得た教訓や対策の再確認及び、安全意識に関する受講者

間の意見交換などを通じて、社員の安全意識が深耕された。 

事業者名 京成電鉄株式会社 鉄道本部 安全推進部 

（連絡先：０４７-７１２-７１３５） 
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